
京 都 大 学 科 学 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 フ ェ ロ ー シ ッ プ 事 業 実 施 要 項 新 旧 対 照 表 
改   正   前 改   正   後 

（前 略） 

（実施体制） 
第２条 フェローシップ事業は、総長の命により、

教育担当の理事（以下「担当理事」という。）が

実施責任者として統括し、京都大学大学院横断教

育プログラム推進センターがその実施に係る業

務を行う。 
（中 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施体制） 
第２条 フェローシップ事業は、総長の命により、

教育担当の理事（以下「担当理事」という。）が実

施責任者として統括し、大学院教育支援機構（以

下「機構」という。）がその実施に係る業務を行う。 
（対象分野等及び採用人数） 

 
第４条 機構に、科学技術イノベーション創出フェ

ローシップ事業（以下「フェローシップ事業」と

いう。）の実施に関する重要事項を審議するため、

科学技術イノベーション創出フェローシップ事

業実施委員会（以下「事業実施委員会」という。）

を置く。 
２ 事業実施委員会は、次の各号に掲げる委員で組

織する。 
(1) 機構の長（以下「機構長」という。） 
(2) 大学院教育支援機構大学院横断教育プログラ

ム推進部長 
(3) 第９条第１項に定める各事業部門の部門長 
(4) その他機構長が必要と認める者 若干名 

３ 前項第４号の委員は、機構長が委嘱する。 
４ 第２項第４号の委員の任期は、２年とし、再任

を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 
第５条 事業実施委員会に委員長を置き、機構長を

もって充てる。 
２ 委員長は、事業実施委員会を招集し、議長とな

る。 
３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長

の指名する委員が、その職務を代行する。 
第６条 事業実施委員会は、委員の半数以上が出席

しなければ、開会することができない。 
２ 事業実施委員会の議事は、出席委員の過半数で

決し、可否同数のときは、議長が決する。 
第７条 事業実施委員会は、必要と認めるときは、

委員以外の者を出席させて説明又は意見を聴く

ことができる。 
第８条 前４条に定めるもののほか、事業実施委員

会に関し必要な事項は、事業実施委員会が定め

る。 
第９条 機構に、フェローシップ事業を実施するた

め、次の各号に掲げる分野に、当該各号に掲げる

事業部門を置く。 
(1) 情報・AI 分野 情報・AI・データ科学博士人

材フェローシップ事業部門 
(2) 量子分野 未来を創る先端量子技術創出フェ



改   正   前 改   正   後 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 フェローシップ事業への申請資格は、次の

各号に掲げる要件をすべて満たすこととする。 
(1)～(5) （略） 
 

ローシップ事業部門 
(3) マテリアル分野 マテリアルイノベーション

を創出する未来人材育成フェローシップ事業

部門 
(4) 健康・医療・環境分野 健康・医療・環境イノ

ベーション創出フェローシップ事業部門 
２ 事業部門に部門長を置き、当該分野に係る別表

に定める研究科の教員のうちから、機構長が指名

する。 
３ 部門長の任期は、２年とし、再任を妨げない。

ただし、補欠の部門長の任期は、前任者の残任期

間とする。 
４ 部門長は、当該事業部門の業務を掌理する。 
第１０条 事業部門に、当該分野におけるフェロー

シップ事業の実施に係る重要事項の審議を行う

ため、事業部門フェローシップ実施委員会（以下

「事業部門実施委員会」という。）を置く。 
２ 事業部門実施委員会に関し必要な事項は、事業

部門実施委員会が定める。 
 （フェローシップの支給額及び支給方法） 
第１１条 フェローシップ事業の支給対象となっ

た学生（以下「支給対象学生」という。）に支給す

るフェローシップは次の各号に掲げる資金で構

成し、それぞれの支給額は当該各号に定めるとお

りとする。 
(1) 研究専念支援金 年額 1,800,000 円 
(2) 研究費 年額 300,000 円 

２ 次条第２項の申請資格を有する者が、支給対象

学生となった際の支給額は、前項の規定にかかわ

らず、次条第２項第２号の規定による当該取消し

を受けた学生が受給する予定であった残りの支

給額とする。 
３ フェローシップは、第１項各号の資金の区分に

応じ、それぞれ次の各号に定める方法で支給す

る。 
(1) 研究専念支援金 原則として 1 か月に 1 度、

支給対象学生の届け出た金融機関の口座に振

り込むことにより支給する。 
(2) 研究費 本学の会計制度に基づき、支給対象

学生の請求に応じて適切に支給する。 
４ 研究専念支援金の一部については、支給対象学

生をリサーチ・アシスタントとして雇用し、その

給与として支給することがある。 
 （申請資格） 
第１２条 フェローシップ事業への申請資格は、次

の各号に掲げる要件をすべて満たすこととする。 
(1)～(5) （同 左） 

２ 前項に定めるもののほか、フェローシップ事業



改   正   前 改   正   後 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項第３号の規定にかかわらず、出産、育児等

を経た者については、個別の事情に配慮し、１年

から２年程度、同号の要件を緩和することがあ

る。 
（募集） 

第５条 各分野に応じて置く事業部門（京都大学大

学院横断教育プログラム推進センター要項（平成

３０年３月２８日総長裁定）第２２第１項に定め

るものをいう。以下同じ。）は、フェローシップ

事業の趣旨、目的及び申請資格、フェローシップ

の支給額及び支給対象となる学生（以下「支給対

象学生」という。）の義務その他必要な事項を示

し、当該分野におけるフェローシップの支給対象

学生を募集する。 
２ （略） 
（支給対象学生の決定） 

第６条 部門長は、当該事業部門に置く事業部門フ

ェローシップ実施委員会において選出した当該

分野の支給対象学生の候補者を、大学院横断教育

プログラム推進センター長（以下「センター長」

という。）に推薦する。 
２ 前項の推薦を受けたセンター長は、京都大学大

学院横断教育プログラム推進センター要項第１

６第１項に定める科学技術イノベーション創出

フェローシップ事業実施委員会（以下「事業実施

委員会」という。）の議を踏まえて支給対象学生

の採否を決定し、担当理事に報告するとともに、

部門長に通知する。 
３ （略） 

募集年度において、前項各号（第２号を除く。）及

び次の各号に掲げる要件をすべて満たす者は、フ

ェローシップ事業への申請資格を有するものと

する。ただし、支給対象学生が、第１６条に定め

るフェローシップの支給の取消しを受けた場合

に限るものとする。 
(1) 大学院博士課程に在籍し、次のいずれかの区

分に該当する者であること。 
  イ 博士後期課程に在学する者 
  ロ 医学研究科及び薬学研究科の４年制の博

士課程に在学する者（第１年次に在学する者

を除く。） 
  ハ 一貫制博士課程に在学する者（第１年次及

び第２年次に在学する者を除く。） 
(2) 別表第１欄に掲げる分野（当該取消しを受け

た学生に支給したフェローシップの対象であ

った分野に限る。）の区分に応じ、同表の第２

欄及び第３欄に掲げる研究科及び専攻に所属

すること。 
３ 第１項第３号の規定にかかわらず、出産、育児

等を経た者については、個別の事情に配慮し、１

年から２年程度、同号の要件を緩和することがあ

る。 
 （募集） 
第１３条 第９条第１項各号の事業部門は、フェロ

ーシップ事業の趣旨、目的及び申請資格、フェロ

ーシップの支給額及び支給対象学生の義務その

他必要な事項を示し、当該分野における支給対象

学生を募集する。 
 
 
 
 
２ （同 左） 
 （支給対象学生の決定） 
第１４条 部門長は、事業部門実施委員会において

選出した当該分野の支給対象学生の候補者を、機

構長に推薦する。 
 
 
２ 前項の推薦を受けた機構長は、事業実施委員会

の議を踏まえて支給対象学生の採否を決定し、担

当理事に報告するとともに、部門長に通知する。 
 
 
 
 
３ （同 左） 



改   正   前 改   正   後 
（フェローシップの支給額及び支給方法） 

第７条 支給対象学生に支給するフェローシップ

は次の各号に掲げる資金で構成し、それぞれの支

給額は当該各号に定めるとおりとする。 
(1) 研究専念支援金 年額１，８００，０００円 
(2) 研究費 年額３００，０００円 

２ フェローシップは、前項各号の資金の区分に応

じ、それぞれ次の各号に定める方法で支給する。 
(1) 研究専念支援金 原則として１か月に１度、

支給対象学生の届け出た金融機関の口座に振

り込むことにより支給する。 
(2) 研究費 本学の会計制度に基づき、支給対象

学生の請求に応じて適切に支給する。 
３ 研究専念支援金の一部については、支給対象学

生をリサーチ・アシスタントとして雇用し、その

給与として支給することがある。 
第８条 

２・３ 

（支給の取消） 
第９条 支給対象学生が次の各号のいずれかに該

当した場合は、当該支給対象学生に係るフェロー

シップの支給を取り消す。 
(1) 第４条に定める申請資格を喪失したとき。 
(2)～(7)  

第１０条 

２ 

第１１条 

（後 略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１５条 
２・３ 
（支給の取消） 

第１６条 支給対象学生が次の各号のいずれかに

該当した場合は、当該支給対象学生に係るフェロ

ーシップの支給を取り消す。 
(1) 第１２条に定める申請資格を喪失したとき。 
(2)～(7)    

第１７条 

２ 

第１８条 

 
   附 則 
１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
２ 京都大学大学院横断教育プログラム推進セン

ター要項（平成３０年３月２８日総長裁定）は、

廃止する。 
３ この要項の実施後最初に指名する第９条第２

項の部門長の任期は、同条第３項本文の規定にか

かわらず、令和５年３月３１日までとする。 
 

 
 

 
 

 

（同 左） （略） 

（略） （同 左） 


